
第１４４号議案 

１０４ 

石巻広域都市計画地区計画の変更（石巻市決定） 

 

都市計画須江地区計画を次のとおり変更する。 

名    称   須江地区計画 

位    置   石巻市須江字畳石前の一部 

面    積   約２１．１ha 

区 

域 

の 

整 

備 

・ 

開 

発 

及 

び 

保 

全 
の 

方 

針 

地 区 計 画 の 目 標 本地区は、河川堤防や高盛土道路整備事業などの各種復興街づくり

事業に伴い移転を余儀なくされる事業所、未だに現地再建の目処が立

たない沿岸部の被災企業等の移転先を確保するとともに、津波リスク

の低い内陸部に、食品加工業者(津波発生時の食品物資供給拠点)や建

設・運輸関連業者(津波発生時の災害復旧・物資の輸送拠点)および大

規模事業者(市内経済活動、雇用の維持)等を移転させることで、津波

発生時の早期の復旧･復興を図る活動拠点を形成するため、一団地の

津波防災拠点市街地形成施設を整備するものである。 

このため、本地区に地区計画を導入し、適正な土地利用を誘導して、

周辺の居住環境や自然環境に調和した良好な産業用地の市街地の形

成を目指すものである。 

土 地 利 用 の 方 針 一団地の津波防災拠点市街地形成施設事業の趣旨を踏まえつつ、周

辺環境と調和のとれた産業用地の市街地の形成を図るため、次のとお

り土地利用の方針を定める。 

１ 主に食品加工工場、自動車整備工場、建設関連企業等を特定業務

施設として配置した、産業用地として計画する。 

地区施設の整備の方針 一団地の津波防災拠点市街地形成施設事業によって計画的に整

備・配置される道路、公園、緑地、調整池及び水路等の公共施設は、

この機能が損なわれないよう維持、保全を図る。 

建築物等の整備の方針 １ 業務地区においては、一団地の津波防災拠点市街地形成施設事業

の都市計画決定に基づき、産業用地に係る業務施設を主体とした操

業環境に配慮した土地利用を図るため、建築物の用途の制限および

建築物の敷地面積の最低限度を定める。 



第１４４号議案 

１０５ 

地 
 

区 
 

整 
 

備 
 

計 
 

画 

地 区 

区 分 

地 区 の 名 称 業務地区 

地 区 の 面 積 約２１．１ｈａ 

建
築
物
等
の
制
限
に
関
す
る
事
項 

建築物等の用途の制限 

 次の各号に掲げる建築物以外の建築物は、建築してはならない。 

(1)巡査派出所、公衆電話所その他これらに類する建築基準法施行令第 

１３０条の４で定める公益上必要な建築物 

(2)店舗その他これらに類する用途に供するもの（床面積の合計が５００

㎡以下かつ２階以下で、飲食店を除く。） 

(3)事務所その他これらに類する用途に供するもの 

(4)原動機を使用する工場 

(5)自動車修理工場 

(6)建築基準法施行令第１３０条の６各号に掲げる事業を営む工場（パン

屋、米屋、豆腐屋、菓子屋その他これらに類する食品製造業（原動機

を使用する魚肉の練製品又は糖衣機を使用する製品を除く）、洋服店、

畳屋、建具屋、自転車店、家庭電気器具店、工房等） 

(7)圧縮ガス又は液化ガスの製造（製氷又は冷凍を目的とするものに限

る。） 

(8)たんぱく質の加水分解による製品の製造を営む工場 

(9)油脂の採取、硬化又は加熱加工を営む工場 

(10)アスフアルトの精製を営む工場 

(11)アスフアルト、コールタール、木タール、石油蒸溜産物又はその残

かすを原料とする製造を営む工場 

(12)セメント、石膏、消石灰、生石灰又はカーバイドの製造を営む工場 

(13)金属の溶融又は精錬を営む工場（容量の合計が５０Ｌをこえないる

つぼ若しくはかまを使用するもの又は活字若しくは金属工芸品の製造

を目的とするものに限る。） 

(14)金属厚板又は形鋼の工作で原動機を使用するはつり作業、びょう打

作業又は孔埋作業を伴うものを営む工場 

(15)鉄釘類又は鋼球の製造を営む工場 

(16)伸線、伸管又はロールを用いる金属の圧延で原動機を使用するもの

を営む工場 

(17)鍛造機を使用する金属の鍛造を営む工場 

(18)アセチレンガス発生器を用いる金属の工作を営む工場 

(19)引火性溶済を用いるドライクリーニング、ドライダイイング又は塗

料の加熱乾燥若しくは焼付を営む工場 

(20)原動機を使用する塗料の吹付を営む工場 

(21)骨、角、きば、ひずめ若しくは貝がらの引割を営む工場 

(22)乾燥研磨又は研磨機による金属の乾燥研磨で原動機を使用するもの

を営む工場 



第１４４号議案 

１０５ 

(23)レデイミクストコンクリートの製造又はセメントの袋詰で原動機を

使用するものを営む工場 

(24)ワイヤーフォーミングマシンを使用する金属線の加工で原動機を使

用するものを営む工場 

(25)木材の引割若しくはかんな削り、裁縫、機織、撚糸、組ひも、編物、

製袋又はやすりの目立で原動機を使用するものを営む工場 

(26)製針又は石材の引割で原動機を使用するものを営む工場 

(27)原動機を使用する製粉を営む工場 

(28)原動機を使用する金属の切削を営む工場 

(29)原動機の空気圧縮機を使用する作業を営む工場 

(30)ゴム練用又は合成樹脂練用のロール機を使用する作業を営む工場 

(31)ベンディングマシンを使用する金属の加工を営む工場 

(32)建築基準法別表第２（と）項第三号（１）から（１５）で定める事

業を営む工場 

(33)建築基準法別表第２（ぬ）項第三号（１）から（８の３）、（９）か

ら（１９）で定める事業を営む工場 

(34)危険物の貯蔵又は処理に供するもの（建築基準法別表第２（る）項

第二号で定めるものを除く） 

(35)産業廃棄物処理施設（廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令第

２条第１号、第２号、第６号に定める産業廃棄物の中間処理施設とし

て、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１５条第１項に係る設置の

許可を要しない施設もしくは、同法施行令第７条第８号の２に定める

施設に限る。） 

(36)前各号の建築物に付属するもの（１５㎡をこえる畜舎を除く。） 

建築物の敷地面積の 

最 低 限 度 

１，０００㎡ 

（ただし、巡査派出所、公衆電話等公益上必要なものを除く。） 

 

 

１０６ 



第１４４号議案                      参 考 

１０７ 

 

字 名 一 覧 表 

 

地区計画を決定する土地の区域 

市町村名 大字名 字名 全部・一部の別 備考 

石巻市 須江 畳石前 一部  

 

 



第１４４号議案                      参 考 

１０８ 

 

石巻広域都市計画地区計画の変更（石巻市決定） 

理由書 

（須江地区計画） 

 

 

都市緑地法・都市計画法の改正に伴い、平成３０年４月１日より新たな用途地域として田園住

居地域が創設された。これに伴い建築基準法が改正され、建築基準法別表第二（用途地域内の建

築制限）に条ずれが生じている。 

法改正を受け、本地区整備計画における建築物等の制限に関する事項のうち、建築物等の用途

の制限に関する表記を一部、変更するものである。 

 

以上 



第１４４号議案                                                                                    参 考 

１０９ 

（改正案） 

石巻広域都市計画地区計画の変更（石巻市決定） 

 

都市計画須江地区計画を次のとおり変更する。 

名    称   須江地区計画 

位    置   石巻市須江字畳石前の一部 

面    積   約２１．１ha 

区 

域 

の 

整 

備 

・ 

開 

発 

及 

び 

保 

全 

の 

方 

針 

地 区 計 画 の 目 標 本地区は、河川堤防や高盛土道路整備事業などの各種復興街づくり

事業に伴い移転を余儀なくされる事業所、未だに現地再建の目処が立

たない沿岸部の被災企業等の移転先を確保するとともに、津波リスク

の低い内陸部に、食品加工業者(津波発生時の食品物資供給拠点)や建

設・運輸関連業者(津波発生時の災害復旧・物資の輸送拠点)および大

規模事業者(市内経済活動、雇用の維持)等を移転させることで、津波

発生時の早期の復旧･復興を図る活動拠点を形成するため、一団地の

津波防災拠点市街地形成施設を整備するものである。 

このため、本地区に地区計画を導入し、適正な土地利用を誘導して、

周辺の居住環境や自然環境に調和した良好な産業用地の市街地の形

成を目指すものである。 

土 地 利 用 の 方 針 一団地の津波防災拠点市街地形成施設事業の趣旨を踏まえつつ、周

辺環境と調和のとれた産業用地の市街地の形成を図るため、次のとお

り土地利用の方針を定める。 

１ 主に食品加工工場、自動車整備工場、建設関連企業等を特定業務

施設として配置した、産業用地として計画する。 

地区施設の整備の方針 一団地の津波防災拠点市街地形成施設事業によって計画的に整

備・配置される道路、公園、緑地、調整池及び水路等の公共施設は、

この機能が損なわれないよう維持、保全を図る。 

建築物等の整備の方針 １ 業務地区においては、一団地の津波防災拠点市街地形成施設事業

の都市計画決定に基づき、産業用地に係る業務施設を主体とした操

業環境に配慮した土地利用を図るため、建築物の用途の制限および

建築物の敷地面積の最低限度を定める。 

 

（現行） 

石巻広域都市計画地区計画の決定（石巻市決定） 

 

都市計画須江地区計画を次のとおり決定する。 

名    称   須江地区計画 

位    置   石巻市須江字畳石前の一部 

面    積   約２１．１ha 

区 

域 

の 

整 

備 

・ 

開 

発 

及 

び 

保 

全 

の 

方 

針 

地 区 計 画 の 目 標 本地区は、河川堤防や高盛土道路整備事業などの各種復興街づくり

事業に伴い移転を余儀なくされる事業所、未だに現地再建の目処が立

たない沿岸部の被災企業等の移転先を確保するとともに、津波リスク

の低い内陸部に、食品加工業者(津波発生時の食品物資供給拠点)や建

設・運輸関連業者(津波発生時の災害復旧・物資の輸送拠点)および大

規模事業者(市内経済活動、雇用の維持)等を移転させることで、津波

発生時の早期の復旧･復興を図る活動拠点を形成するため、一団地の

津波防災拠点市街地形成施設を整備するものである。 

このため、本地区に地区計画を導入し、適正な土地利用を誘導して、

周辺の居住環境や自然環境に調和した良好な産業用地の市街地の形

成を目指すものである。 

土 地 利 用 の 方 針 一団地の津波防災拠点市街地形成施設事業の趣旨を踏まえつつ、周

辺環境と調和のとれた産業用地の市街地の形成を図るため、次のとお

り土地利用の方針を定める。 

１ 主に食品加工工場、自動車整備工場、建設関連企業等を特定業務

施設として配置した、産業用地として計画する。 

地区施設の整備の方針 一団地の津波防災拠点市街地形成施設事業によって計画的に整

備・配置される道路、公園、緑地、調整池及び水路等の公共施設は、

この機能が損なわれないよう維持、保全を図る。 

建築物等の整備の方針 １ 業務地区においては、一団地の津波防災拠点市街地形成施設事業

の都市計画決定に基づき、産業用地に係る業務施設を主体とした操

業環境に配慮した土地利用を図るため、建築物の用途の制限および

建築物の敷地面積の最低限度を定める。 

 

 



第１４４号議案                                                                                    参 考 

１１０ 

（改正案） 

地 
 
 
 

区 
 
 
 

整 
 
 
 

備 
 
 
 

計 
 
 
 

画 

地 区 

区 分 

地区の名称 業務地区 

地区の面積 約２１．１ｈａ 

建 
 

築 
 

物 
 

等 
 

の 
 

制 
 

限 
 

に 
 

関 
 

す 
 

る 
 

事 
 

項 

建築物等の用途の制限 

 次の各号に掲げる建築物以外の建築物は、建築してはならない。 

(1)巡査派出所、公衆電話所その他これらに類する建築基準法施行令第 

１３０条の４で定める公益上必要な建築物 

(2)店舗その他これらに類する用途に供するもの（床面積の合計が５００

㎡以下かつ２階以下で、飲食店を除く。） 

(3)事務所その他これらに類する用途に供するもの 

(4)原動機を使用する工場 

(5)自動車修理工場 

(6)建築基準法施行令第１３０条の６各号に掲げる事業を営む工場（パン

屋、米屋、豆腐屋、菓子屋その他これらに類する食品製造業（原動機

を使用する魚肉の練製品又は糖衣機を使用する製品を除く）、洋服店、

畳屋、建具屋、自転車店、家庭電気器具店、工房等） 

(7)圧縮ガス又は液化ガスの製造（製氷又は冷凍を目的とするものに限

る。） 

(8)たんぱく質の加水分解による製品の製造を営む工場 

(9)油脂の採取、硬化又は加熱加工を営む工場 

(10)アスフアルトの精製を営む工場 

(11)アスフアルト、コールタール、木タール、石油蒸溜産物又はその残

かすを原料とする製造を営む工場 

(12)セメント、石膏、消石灰、生石灰又はカーバイドの製造を営む工場 

(13)金属の溶融又は精錬を営む工場（容量の合計が５０Ｌをこえないる

つぼ若しくはかまを使用するもの又は活字若しくは金属工芸品の製造

を目的とするものに限る。） 

(14)金属厚板又は形鋼の工作で原動機を使用するはつり作業、びょう打

作業又は孔埋作業を伴うものを営む工場 

(15)鉄釘類又は鋼球の製造を営む工場 

(16)伸線、伸管又はロールを用いる金属の圧延で原動機を使用するもの

を営む工場 

(17)鍛造機を使用する金属の鍛造を営む工場 

(18)アセチレンガス発生器を用いる金属の工作を営む工場 

(19)引火性溶済を用いるドライクリーニング、ドライダイイング又は塗

料の加熱乾燥若しくは焼付を営む工場 

(20)原動機を使用する塗料の吹付を営む工場 

(21)骨、角、きば、ひずめ若しくは貝がらの引割を営む工場 

(22)乾燥研磨又は研磨機による金属の乾燥研磨で原動機を使用するもの

を営む工場 

（現行） 

地 
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画 

地 区 

区 分 

地区の名称 業務地区 

地区の面積 約２１．１ｈａ 

建 
 

築 
 

物 
 

等 
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制 
 

限 
 

に 
 

関 
 

す 
 

る 
 

事 
 

項 

建築物等の用途の制限 

 次の各号に掲げる建築物以外の建築物は、建築してはならない。 

(1)巡査派出所、公衆電話所その他これらに類する建築基準法施行令第 

１３０条の４で定める公益上必要な建築物 

(2)店舗その他これらに類する用途に供するもの（床面積の合計が５００

㎡以下かつ２階以下で、飲食店を除く。） 

(3)事務所その他これらに類する用途に供するもの 

(4)原動機を使用する工場 

(5)自動車修理工場 

(6)建築基準法施行令第１３０条の６各号に掲げる事業を営む工場（パン

屋、米屋、豆腐屋、菓子屋その他これらに類する食品製造業（原動機

を使用する魚肉の練製品又は糖衣機を使用する製品を除く）、洋服店、

畳屋、建具屋、自転車店、家庭電気器具店、工房等） 

(7)圧縮ガス又は液化ガスの製造（製氷又は冷凍を目的とするものに限

る。） 

(8)たんぱく質の加水分解による製品の製造を営む工場 

(9)油脂の採取、硬化又は加熱加工を営む工場 

(10)アスフアルトの精製を営む工場 

(11)アスフアルト、コールタール、木タール、石油蒸溜産物又はその残

かすを原料とする製造を営む工場 

(12)セメント、石膏、消石灰、生石灰又はカーバイドの製造を営む工場 

(13)金属の溶融又は精錬を営む工場（容量の合計が５０Ｌをこえないる

つぼ若しくはかまを使用するもの又は活字若しくは金属工芸品の製造

を目的とするものに限る。） 

(14)金属厚板又は形鋼の工作で原動機を使用するはつり作業、びょう打

作業又は孔埋作業を伴うものを営む工場 

(15)鉄釘類又は鋼球の製造を営む工場 

(16)伸線、伸管又はロールを用いる金属の圧延で原動機を使用するもの

を営む工場 

(17)鍛造機を使用する金属の鍛造を営む工場 

(18)アセチレンガス発生器を用いる金属の工作を営む工場 

(19)引火性溶済を用いるドライクリーニング、ドライダイイング又は塗

料の加熱乾燥若しくは焼付を営む工場 

(20)原動機を使用する塗料の吹付を営む工場 

(21)骨、角、きば、ひずめ若しくは貝がらの引割を営む工場 

(22)乾燥研磨又は研磨機による金属の乾燥研磨で原動機を使用するもの

を営む工場 

 



第１４４号議案                                                                                    参 考 

１１１ 

（改正案） 

地 
 

区 
 

整 
 

備 
 

計 
 

画 

建 
 

築 
 

物 
 

等 
 

の 
 

制 
 

限 
 

に 
 

関 
 

す 
 

る 
 

事 
 

項 

建築物等の用途の制限 

(23)レデイミクストコンクリートの製造又はセメントの袋詰で原動機を

使用するものを営む工場 

(24)ワイヤーフォーミングマシンを使用する金属線の加工で原動機を使

用するものを営む工場 

(25)木材の引割若しくはかんな削り、裁縫、機織、撚糸、組ひも、編物、

製袋又はやすりの目立で原動機を使用するものを営む工場 

(26)製針又は石材の引割で原動機を使用するものを営む工場 

(27)原動機を使用する製粉を営む工場 

(28)原動機を使用する金属の切削を営む工場 

(29)原動機の空気圧縮機を使用する作業を営む工場 

(30)ゴム練用又は合成樹脂練用のロール機を使用する作業を営む工場 

(31)ベンディングマシンを使用する金属の加工を営む工場 

(32)建築基準法別表第２（と）項第三号（１）から（１５）で定める事

業を営む工場 

(33)建築基準法別表第２（ぬ）項第三号（１）から（８の３）、（９）か

ら（１９）で定める事業を営む工場 

(34)危険物の貯蔵又は処理に供するもの（建築基準法別表第２（る）項

第二号で定めるものを除く） 

(35)産業廃棄物処理施設（廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令第

２条第１号、第２号、第６号に定める産業廃棄物の中間処理施設とし

て、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１５条第１項に係る設置の

許可を要しない施設もしくは、同法施行令第７条第８号の２に定める

施設に限る。） 

(36)前各号の建築物に付属するもの（１５㎡をこえる畜舎を除く。） 

建築物の敷地面積の 

最 低 限 度 

１，０００㎡ 

（ただし、巡査派出所、公衆電話等公益上必要なものを除く。） 

 

（現行） 
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整 
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計 
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に 
 

関 
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る 
 

事 
 

項 

建築物等の用途の制限 

(23)レデイミクストコンクリートの製造又はセメントの袋詰で原動機を

使用するものを営む工場 

(24)ワイヤーフォーミングマシンを使用する金属線の加工で原動機を使

用するものを営む工場 

(25)木材の引割若しくはかんな削り、裁縫、機織、撚糸、組ひも、編物、

製袋又はやすりの目立で原動機を使用するものを営む工場 

(26)製針又は石材の引割で原動機を使用するものを営む工場 

(27)原動機を使用する製粉を営む工場 

(28)原動機を使用する金属の切削を営む工場 

(29)原動機の空気圧縮機を使用する作業を営む工場 

(30)ゴム練用又は合成樹脂練用のロール機を使用する作業を営む工場 

(31)ベンディングマシンを使用する金属の加工を営む工場 

(32)建築基準法別表第２（と）項第三号（１）から（１５）で定める事

業を営む工場 

(33)建築基準法別表第２（り）項第三号（１）から（８の３）、（９）か

ら（１９）で定める事業を営む工場 

(34)危険物の貯蔵又は処理に供するもの（建築基準法別表第２（ぬ）項

第二号で定めるものを除く） 

(35)産業廃棄物処理施設（廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令第

２条第１号、第２号、第６号に定める産業廃棄物の中間処理施設とし

て、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１５条第１項に係る設置の

許可を要しない施設もしくは、同法施行令第７条第８号の２に定める

施設に限る。） 

(36)前各号の建築物に付属するもの（１５㎡をこえる畜舎を除く。） 

建築物の敷地面積の 

最 低 限 度 

１，０００㎡ 

（ただし、巡査派出所、公衆電話等公益上必要なものを除く。） 
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